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【目的】 

従来，農業技術開発･普及の一段階として現地実

証試験（以下「現地実証」という。）が行われるこ

とも少なくなかった。しかし現地実証は，いまも方

法が問題にされている[1]。小稿では，温故知新の

一歩として現地実証に関する過去の論点を若干整

理する。なお，現地実証を「対象とする開発技術の

実証目標を明示し，生産現場で実施する目標達成

指向型の試験」と定義する。 

【方法】文献調査により，上記の目的を達成する。 

【結果および考察】 

 現地実証の原型が営農試験地事業（1952-‘62）

である。近藤によれば，その事業構想は「試験研究

の水準と現実の営農技術との間には相当の距離が

ある」との認識に基づき，同事業を「試験研究と普

及との結節点を吟味するもので，……試験研究の

成果を体系化し，農家が摂取しやすい形において

新技術を普及事業に提供しようとするもの」と位

置づけ，「各都道府県の農業改良上，最も緊要な課

題について数戸の農家の協力を得，農家の圃場に

おいて一般に実行可能な条件のもとに，営農を合

理的に変容させるにたる技術の体系化を行うこと

ができるならば，新技術の普及は著しく促進され

るものと信ずる」[2]との期待があった。新技術の

普及は，まさに古くて新しい課題である。 

 しかし同事業には，初の試みで 方法 が未確立と

いった問題のほか，当初から複数の批判があった。

例えば，生産者は営農軌道上の技術であれば，それ

なりに受け入れるが，営農軌道を変えるレベルの

技術であれば警戒し，経営改善が行き詰まってし

まう，と。つまり，新技術受容の不確実性 に関わ

る生産者の技術受容態度の問題である。関連して

生産者による新技術選択の適例が 1960-‘70 年代

の大規模農業を意識した輸入機改良（普通型）か，

日本の営農実態に即した独自開発（自脱型）か，と

いった稲作でのコンバイン開発方向の決着である。 

 経営試験の議論も示唆的である。経営試験は，

1945 年 6 月創設の農商省農事試験場三本木営農支

場の場合，6 つの経営類型を設定し，場内の各試験

農場で職員とその家族を基幹労働力に経営設計な

ど様々な試験が行われた。また北海道農事試験場

の場合，1904 年から場内（生産者に作業委託等）

や現地（農場／集落）で経営試験が行われてきた。 

しかし経営試験は後年，商業的農業がかなり展

開する地域の経営研究者から，集落内でも改善す

べき技術目標を一つに絞られない状況 で，主体性

を持った生産者に対して〔森江記：属地的な〕経営

試験などあり得るのか？といった批判を浴びるこ

ととなる[3]。見方を変えれば，技術開発に関わる

根本的問題といえよう。また技術の性質によって

は，現地「実証」の位置づけ，つまり 多様で複雑

な諸現地への「適用」との関連性 も問われよう。 

1990 年，現地実証の新たな方法･手順が求められ

ている，との問題意識で研究会が開催された[3]。

ここでは，木村伸男が指摘した現地実証（地域輪作

体系組立て）の問題･困難性の中から一部整理して

次の 2 点を記す。1)関係者の動機付け （現地への

メリット提供の限界，研究の成果が出にくい），2)

仮説が先走って組立てが十分について行けない 。 

ちなみに 2)に関して既に池田が「技術体系を組

み立てるための素材研究の成果は多少はあるでは

ないか，試験場内でやるより農家の庭先で組立て

た方が早い，といった安易な形で組立試験が行わ

れている例が多」く，あまりにも性急で「生体実験」

の感があり，「悪しき現場主義」と批判していた 

[4]。児玉は「出来上がったものは一つの組立ての

試行であって……農家の条件で組立てるには余り

にコンパクトでありすぎるのではないだろうか。

むしろ，自由に選択しうる素材が数多く用意され

ていれば，農家は自らの知恵と経験で上手に組立

てるに相異ないようにも思う」と指摘していた[5]。 
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